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研究成果の概要（和文）：今日の日本では、東京一極集中や地方経済の衰退が進んでいる。複雑な地域格差現象
を正しく把握するには、人口や産業の地理的分布の偏りを指す「規模の地域間格差」と、人口当たり所得で見た
地域差に注目する「水準の地域間格差」という概念の再定義が重要である。低所得地域から高所得地域への人口
移動は、後者を縮小するが前者の拡大を招くというジレンマが存在する。地域格差の長期的変化と直近の動向を
分析した結果、格差は所得水準だけでなく、教育機会、職業選択、家族形成、健康状態に及ぶこと、学歴や所得
など社会経済属性に選択的な人口移動が、地域の人口構成の変化を通じて地域格差の再生産をもたらしているこ
とが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：In Japan today, there is a growing concentration of population in Tokyo and 
economic decline elsewhere. To understand the complex phenomenon of regional inequality, it is 
important to redefine the concepts of 'regional inequality of scale', which refers to the uneven 
geographical distribution of population and industry, and 'regional inequality of level', which 
focuses on regional differences in terms of income per population. The dilemma arises when 
populations move from low-income to high-income regions, with the latter becoming smaller while the 
former widens. Analysis of long-term changes and recent trends in regional inequality shows the 
following points. First, regional inequalities are found in income levels, educational 
opportunities, employment, marriage and childbirth, and health status. Second, socio-economic '
selective migration', such as education and income, leads to the reproduction of regional 
inequalities through changes in the composition of the regional population.

研究分野： 人文地理学

キーワード： 地域格差　所得格差　健康格差　人口移動　経済構造　地域政策　国土計画　最低賃金
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
格差をめぐる論争には、その実態が「どうなっているか」という事実認識のレベルと、目指すべき社会が「いか
にあるべきか」という規範的議論のレベルが存在する。学術的な実証研究では、格差現象の客観的な分析が先験
的な価値判断によって影響されないよう警戒しなければならない。地域格差の概念や定義を明確にし、その実態
を正確に把握した上で、何が是正すべき格差なのか、何が尊重すべき地域の多様性なのか検討することが求めら
れる。本研究は、地理学をベースに経済学や地域計画学など学際的な視点から、実証的な分析をおこない政策的
な議論を深める点に意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１． 研究開始当初の背景 
今日、世界中で格差問題への関心が高まっている。日本では、高度経済成長を経て「一億総中

流」と呼ばれる平等な社会が実現したとの認識が広がった。しかし、1990 年代から所得のジニ
係数の上昇が見られ、所得格差の拡大傾向が明らかになった。その要因として、非正規雇用の増
加や能力主義的賃金制度の導入など社会経済的変化が考えられる。それ以外にも、ジニ係数に代
表される格差指標の変化には、高齢者世帯や単身世帯の増加など人口学的要因が影響する点が
指摘される。一方、国土形成の視点からは戦後長らく「均衡ある国土の発展」が標榜されてきた
が、東京一極集中と地方経済の疲弊は今も重大な政策課題である。とりわけ、地方では若年人口
の流出と高齢人口の自然減少により、近い将来「自治体消滅」が多発する事態が懸念される。こ
のような日本の社会格差と地域格差との間にどのような関係があるのか把握することは、地理
学のみならず地域科学における重要なテーマである。 
格差をめぐる論争には、その実態が「どうなっているか」という事実認識のレベルと、目指す

べき社会が「いかにあるべきか」という規範的議論のレベルが存在する。ジニ係数の変化とその
要因が何か分析するのは前者であり、その是非を判断し政策を検討するのは後者にあたる。公平
性を重視し格差を解消されるべき歪みと見るか、効率性を重視し格差を自由な競争の結果と見
るか、その立場によってしばしば価値観は鋭く対立する。しかし、格差現象の分析が先験的な結
論から影響を受けることは警戒しなければならない。学術的な実証研究に求められるのは、格差
の概念や定義を明確にし、格差の程度や内容を客観的に把握することである。その上で、解決す
べき問題は何か、いかなる政策的対応が可能かを検討すべきであろう。 
格差は非常に複雑な社会現象であり、扱う対象が何であるか、何と何を比較しているのか、客

観的な分析には丁寧な定義が必要である。地域格差は言うまでもなく、国を単位とするマクロな
経済動向だけでなく、それぞれの地域のミクロな諸特性に起因している。大都市圏と地方圏とで
は雇用・所得や生活環境に無視できない差違があるし、同じ都市圏でも都心地域と郊外地域では
立地条件や居住特性が異なる。それゆえ、地域の多様性を扱う地理学はこうした格差現象の解明
に本来大きく貢献しうると考えられる。本プロジェクトでは、地理学的方法論をベースに経済学
や地域計画学を含む学際的な視点から地域格差問題の把握方法を検討し、いかなる政策的対応
が可能か議論を深めようとする点に研究上の意義がある。 
 
２． 研究の目的 
日本の地域格差は拡大してきたのか、それとも縮小しているのか。この基本的な事実認識をめ

ぐり専門家の議論が一致しない理由は、いくつかの点で格差概念の定義が曖昧で混乱を招いて
いるためである。格差現象を捉えるには、「富裕－貧困」という階層的な関係と「都市－地方」
といった空間的な関係の二つの意味がある。地域格差の観点から再定義するならば、前者を「地
域内格差」、後者を「地域間格差」と呼んで、両者を区別することが必要である。また、地域格
差の分析では、集計単位となる地域のスケールを都道府県とするか市区町村とするか、さらにミ
クロな近隣単位とするかで現象の表れ方が異なる。小さなスケールで観測された差違が、より大
きなスケールではしばしば見えにくくなることがある。このように「地域内格差」と「地域間格
差」は、分析の地理的スケールによって相互に可変的である点に注意しなければならない。 
第二の論点は、「規模の地域間格差」と「水準の地域間格差」という概念の区別が不明確な点

にある。前者は人口や産業が地理的に著しく偏って分布することを問題視する立場であり、「均
衡ある国土の発展」を重視する地域計画学の考え方に近い。後者は人口当たりで見た所得や生産
性に地域間で差があることに注目する立場であり、市場メカニズムを重視する主流派経済学の
見方に当たる。古典的な地域経済モデルでは、低所得地域から高所得地域へ労働力が移動するこ
とで、「水準の地域間格差」は縮小し均衡に向かうと考える。しかし、こうした労働力移動は人
口の地理的偏在を高め、結果として「規模の地域間格差」を拡大するというジレンマが存在する。
実際、戦後日本では長期にわたる地方圏から都市圏への人口移動によって、規模の格差の拡大と
水準の格差の縮小が同時に進行してきたと言える。 
第三の問題は、地域格差の要因分析に当たり「構成効果」と「文脈効果」の識別が難しい点で

ある。これは疫学分野で注目されてきた概念で、前者は社会階層別の人口比によって健康格差が
生じることを差し、後者は地理的環境や集団的な特性が健康格差をもたらすと考えるものであ
る。所得格差の例では、高齢者割合の高い地域で平均所得が低く表れるのが構成効果であり、経
済活動が活発な地域で平均賃金が高くなるのが文脈効果に当たる。現代の日本では、地方圏から
大都市圏に向けて進学や就職にともなう活発な人口移動が見られるが、それが若年層や高学歴
層に偏って生じる「選択的人口移動」の傾向を強めている。このことが、地域の人口増減だけで
なく人口構成の変化をもたらしており、「構成効果」と「文脈効果」の相乗作用によって経済の
生産性や所得の地域格差の原因となっていると考えられる。 
本研究は、実証的分析をもとに格差概念や地域格差問題の再定義を行い、課題解決に向けた知

見を得ることを目指す。これまでの研究成果をふまえ、所得、雇用、人口移動、健康などの指標
を用いた地域格差分析をおこなう。最新のデータによって分析を更新しつつ、その背景となる社



会経済的メカニズムを探る。その上で、何が尊重すべき地域の多様性であり、何が是正すべき地
域の不平等なのか、経済学や地域計画学など学際的な視点から議論を深める。 
 
３．研究の方法 
 
（1）都道府県別にみた就業者の所得格差と人口移動 
所得の「水準の地域間格差」と人口の「規模の地域間格差」の関係を明らかにするため、2007

～2017 年就業構造基本調査に含まれる「所得」データを用い、人口学的要因の構成効果をコン
トロールし都道府県間の所得格差を推定した。①所得階級別就業者数から都道府県、男女、年齢
階級別の中央値を補間推定し、②男女比および年齢階級構成比（20～64 歳）を固定した仮想人
口モデルをもとに加重平均を求め、③全国物価地域差指数（クロスセクション）と消費者物価指
数（時系列）を用いて物価変動の調整をおこない、人口社会増減率との相関を調べた。 
 
（2）選択的人口移動がもたらす教育地域格差の再生産 
学校基本調査によると日本の大学進学率には大きな地域間格差が存在し、かつ 1990 年代以降

もその格差が拡大してきた。これは教育の機会平等を保障する政策的観点から看過できない事
態である。しかも、経済格差や学歴格差が親から子に引き継がれ、「格差の再生産」が進むこと
が強く懸念される。そこで、2017 年の都道府県別大学進学率を規定する要因として、大学立地
へのアクセシビリティ、世帯の所得水準、親世代の学歴を取り上げて重回帰分析をおこなう。 
 
（3）都道府県別にみた未婚率の地域格差とその要因 
日本社会で進行する少子化の主因は未婚率の上昇にある。また、東京大都市圏では地方圏より

出生率が低く、人口の一極集中が少子化の進行を加速させている。若い世代は女性の社会進出の
結果「結婚を選択しなくなった」のか、男性は経済力低下のため「結婚できなくなった」のか。
地域格差と世代格差の視点から、就職氷河期（1993〜2004 年）に卒業を迎えた 1970 年代生まれ
の世代に注目し、都道府県別に推定した所得と未婚率の関係を分析した。 
 

(4) 雇用の地域格差と地域経済 
「仕事の新しい地理」を論じたエンリコ・モレッティの著書『年収は「住むところ」で決まる』

（2014）が話題になったが、仕事をめぐる地理的様相は所得格差の狭い範疇に止まらず人々のラ
イフコースと人口移動に影響し、個人の生活設計や社会の構造変化と関わっている。そこで、国
勢調査の産業別・職業別就業者数データを用いた分析から、東京都区部と大阪市への就業者の集
中と、都道府県別に「さまざまな仕事があること」の意味や効果を検討する。 
 

（5）都道府県別最低賃金の要因分析 
日本の地域別最低賃金制度は労働者の賃金水準を下支えし、貧困問題の解決や地域格差の緩

和に貢献してきた。最低賃金の決定には、労働者の現在の賃金水準や生計費の水準、事業者の賃
金支払能力ならびに生活保護の水準が考慮される。その改定は「審議会方式」を通じて行われる
ため、隣接する都道府県の最低賃金水準が自地域の最低賃金水準に影響を与えているという仮
説を立て、計量モデルをもとに検証する。 
 

（6）健康水準の地域間格差 
健康水準の地域格差は、様々な空間スケールで社会経済的状況や環境特性の影響を受ける。日

本では高度経済成長期に国内の死亡率が急激に低下し（疫学的転換）、地域の経済・所得水準に
対応して平均寿命の長い中核と短い周辺という地理的パターンが生じた。市区町村を分析単位
とする健康格差では、大都市圏の郊外部に平均寿命の長い人口集団が、インナーシティ部に平均
寿命の短い人口集団が、大きな人口シェアを伴って存在している。こうした健康格差を計測する
ため、地理的剥奪指標（ADI）を導入し平均寿命・健康寿命について分析をおこなう。 
 

（7）個人の主観的健康感の地域間格差 
個人の健康と社会経済的状況の結び付き（健康格差）およびその地理的な関連性については、

欧米諸国に豊富な研究蓄積がある。こうした個人的・地域的な健康格差が日本でもみられるか、
健康格差は拡大傾向にあるかを実証的に示すため、2000～2010 年を対象に全国的な社会調査デ
ータを用いて分析した。次に、2015 年のインターネット調査によるデータを用いて、主観的健
康感、メンタルヘルス、喫煙、身体活動などと地理的剥奪指標と関連を分析した。 
 
（8）国土形成計画における地域格差問題 
戦後日本の国土計画は、1962 年に策定された第 1 次全総計画以来、大都市圏集中の弊害を是

正し地方圏の発展を促す「国土の均衡ある発展」の実現が目指されてきた。その後の経済社会情
勢の変化に対応し、1998 年の「21 世紀の国土のグランドデザイン」は地域格差是正の重視から
地域の自主・自立、個性の発揮を重視する方向へと転換した。さらに、2005 年からの国土形成
計画では、トップダウンから地方分権へ、開発中心主義からの脱却が示された。人口減少やデジ
タル革命が進行する今日、計画論において地域格差問題がどう論じられているか検討する。 



 
４．研究成果 
 
（1）都道府県別にみた就業者の所得格差と人口移動 

2007～2017 年の都道府県別就業者所得の中央値を推定した結果、ジニ係数で測った地域間格
差は縮小しているが、ランク・サイズ分布を見ると東京都の卓越性はむしろ強まっていることが
わかる（図 1）。また、所得水準と人口移動の相関は景気回復とともに強まり、「水準の地域間格
差」が「規模の地域間格差」の拡大をもたらしている（図 2）。その限りでは、東京の成長の恩恵
が全国に波及することを期待する地域的なトリクルダウン現象は生じていない。 

図 1 都道府県別所得のランクと所得     図 2 都道府県別所得と人口社会増減率（2017 年） 
 
 
（2）選択的人口移動がもたらす教育地域格差の再生産 
大学進学率の地域間格差の要因として、大学立地の偏在による進学コストの違いや地域の社

会経済的条件のほか、親世代の大卒者率（国勢調査）が子世代の進学率に影響を与えていると考
えられる。さらに後者の要因は、親世代コーホートの大学進学率の地域間格差と、大学卒業者が
大都市圏に集中するという選択的人口移動に分解でき、その相乗作用として現在の大学進学率
が規定されていること、そのため教育地域格差が容易に解消しないことが確認された。 
 

（3）都道府県別にみた未婚率の地域格差とその要因 
1970 年代生まれの世代が 35〜39 歳の時点（2010 年・2015 年国勢調査）における未婚率を目

的変数とし、所得水準と就業環境を説明変数とする 2通りのモデルで重回帰分析をおこなった。
地域による性比の偏りや都市化の程度をコントロールした上で、男の所得が低いほど、また女の
所得が高いほど男女の未婚率が高い傾向がある。就職氷河期における非正規雇用の拡大は、特に
男の所得水準の低下をもたらし、結果として未婚率の上昇に寄与したと考えられる。 
 
(4) 雇用の地域格差と地域経済 
日本の産業別就業者数をみると「情報通信業」「金融業・保険業」「不動産業・物品賃貸業」「学

術研究・専門・技術サービス業」の東京集中が著しい。かつて高度経済成長期に大都市圏で製造
業が発展し、その後は国内で生産工程の分散立地が進んだが、1990～2015 年の 25 年間に製造業
雇用の 1/3 強が失われた。その中で東京都は管理拠点、神奈川県は研究開発拠点としての様相を
強めたことが、雇用の東京一極集中と格差拡大の要因の一つになったと考えられる。 
 

（5）都道府県別最低賃金の要因分析 
都道府県別パネルデータ (2003～2016 年)をもとに、最低賃金の決定要因について固定効果モ

デルで検証をおこなった結果、①各都道府県の最低賃金は前年の隣接都道府県の最低賃金水準
の変化の影響を受けていること、②失業率の上昇など雇用環境の悪化は最低賃金の上昇を抑制
する傾向が見られること、③生活保護給付との関係では 2012 年の自公連立政権への交代以降有
意に正であり、生活保護水準と最低賃金の逆転現象を回避する傾向があることが確認された。 
 

（6）健康水準の地域間格差 
1960 年代の東京都の平均寿命は男女ともに都道府県の中で最も長く、総じて太平洋ベルトに

属する地域では健康状態が良好であった。大都市圏と非大都市圏の所得水準の格差は大規模な
人口移動を誘発したが、結果として 1970 年代前半にかけ都道府県間の平均寿命の格差は大幅に
減少した（図 3）。一方、大都市圏内部の健康格差の分布はインナーシティと郊外という地域に
よる社会経済的居住分化と対応しており、市区町村の困窮度（貧困度）が高くなるほど平均寿命
や健康寿命が短くなる傾向は一貫している。また、大都市圏内の社会経済的に選択的な居住地移
動は、居住分化の促進を通してさらなる地理的格差の形成に寄与していることが示唆された。 



 
 

図 3 都道府県スケールでの平均寿命の地域間格差推移 
出典：Nakaya and Hanibuchi (2021) 

 
（7）個人の主観的健康感の地域間格差 
2000～2010 年の社会調査データをもとに、主観的健康感、喫煙、身体活動のトレンドを分析

した結果、特に女性の喫煙に関する健康格差の拡大傾向が認められた。2015 年のインターネッ
ト調査からは、上記のいずれもが地理的剥奪指標（地域の社会経済的状況）と有意に関連するこ
とが明らかになった。他方で、地域の社会経済的水準にかかわらず歩行環境と歩行量の間には関
連性があり、都市デザインによる歩行環境の改善が健康格差の縮小に寄与しうる可能性が示さ
れた。また、近年はインターネット調査の回収率低下など調査誤差の拡大が懸念されることから、
上記の実証分析と並行して研究利用に一定の有用性があることも確認した。 
 
（8）国土形成計画における地域格差問題 
日本の広域計画制度は 21 世紀初頭に見直され、地域の自律性の尊重および国と地方公共団体

のパートナーシップの実現が目指された。それにともない全国計画と 8 つの広域地方計画が策
定されたが、国土の空間的構造に基づいた実効性ある内容が示されたはいいがたい面がある。ま
た、東京一極集中は論じられても地域格差是正が重要であるという認識は後退している。直近の
国土計画では、「国土の長期展望委員会の最終とりまとめ」（2021 年 6 月）や社会のデジタル化
の進行を踏まえ、地域生活圏を 30万人以上から 10万人以上へ再検討する動きが進んでいる。 
 
（9）総括 
戦後日本の地域間格差は、三大都市圏や太平洋ベルトの「過密」と国土周辺地域の「過疎」に

象徴されていた。高度経済成長期以降の製造業の地方分散により「水準の地域間格差」は大幅に
緩和されたが、大都市圏への人口移動は「規模の地域間格差」の拡大をもたらした。1980 年代
以降は脱工業化・サービス産業化など社会経済構造の転換にともない、雇用機会や所得水準の
「東京一極集中」が進み、東京とその他という対比の構図が明確になった。大学進学者や卒業者
の都市圏への集中にみられる「選択的人口移動」は、人口分布の偏りに加え人口構成の変化を通
じて「水準の地域間格差」の拡大と「格差の再生産」を生んでいる。また、1990 年代以降に進め
られた規制緩和政策や、国土計画における政策目標の変化も影響を与えていると考えられる。 
格差をめぐる論説では「機会の平等」と「結果の平等」を区別し、前者が保証されるならば後

者は許容されるべきだと主張されることが多い。仮に、全ての国民が自分の意志や希望で居住地
を決定できるならば、地域格差は個人の自由な選択の結果であって社会問題とならないであろ
う。しかし、人間は生まれる家庭が富裕か貧困か選べないのと同様、出身地域や社会を選ぶこと
ができないし、その後のライフコースにも当然制約が存在する。本研究では、地域による格差は
所得水準だけでなく、教育機会、職業選択、家族形成、健康状態にも及ぶことが明らかになった。
社会経済的な地域間格差の縮小を目指す意義は、公平な教育や健康で文化的な生活の享受とい
う基本的人権を基礎づける点に求められよう。もちろん、所得など特定の尺度で測られる地域間
格差は小さいほどよいというほど単純なものではない。どんな地域にもローカルな文化やライ
フスタイルがあり、そうした地域の多様性に応じた「真の豊かさ」の実現が望まれる。 
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